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合衆国の初鰍道建設畔鋼題の一6・．それらの事業を遂行するvaあたり必要となる資金をいカ・な
る部門より調達するかとthう問題があった。この場合、考慮し得る部門は第一に連邦政府、第二に州政府
および州地方自治体、第三に民間資本とこの三部門に分けられ得る。さらに第三の民間資本については国
内k一よび国外の二部門に分けることができるが、しかし、この場合、外国資本と合衆国の連邦ないし州政
府との関係は、これらの機関が発行する証券の引受けという形で民間資本と結合していくことが多く、し
たがって外国資本について見る場合には如上三部門の分類基準とは異った範時に属するものとして第四の
外国資本の部門を設けることがより適当であると硝える・かように三部門ないしは四部門にその資金の
源泉の可能性を見出すわけであ鱗それらは一つには政治騰の変化と共に・敷髄の繍的事駅
伴なう利害関係から、さらには鉄道事業に対する経営的な信頼性の問題等から各時代それぞれの思惑の中
に一つの流動する鉄道資本形成め歴史を形造っていったのである。ところで、合衆国は独立革命以来一つ
の思潮として連邦思想と州権思想の二流が常に対立する形で存在してきたのであるが、それは同時に開発
政策全般を貫く一つの政治的背景をなしていたことは鉄道事業の成立過程に澄いて極めて重要な意味を持
つものであった。殊に、それは所謂ジャクソニアン・デモクラーの中で強力に州権制が進められていき、
その中で急速に内陸開発事業が州を単位として起業せられ．ここに1830年代から40年代中頃vaかけ
て特色のある開発政策が雛せられていくという時代を持つことによ？て合衆国の鉄道経営史の中で公共
的色彩の強い時代を経験せしめることになったのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e
【R・vul・i・n・gi・・t　l・t・rna11mp・・v・m・nt】
　合衆国の鉄道経営史は、しかし、この公共的色彩の中に成熟期を迎えることなく、その時期に入る以前
に民間化への脱皮を必要としていた。そのことは、一方に澄いて、この時代は州地域経済の成長発展を目
的とした先行的な施策としての開発計画の一貫として行なわれたもので、そこには所謂社会的間接投資と
しての一般的性格をより強く持っていたのであって、そのことは公共投融資の当然の対象として必要・＋
分なる経済投資であったと言えるが、同時にそれは他方に齢いては鉄道経営経済が独立した私的事業を生
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み出すに足る収益性条件を＋分に満しているというわけにはいっていなかったということをも反証してい
た。合衆国の鉄道経営史は後に世界に類を見ない強固な形で民間化を進めていくのであるが、それはこの
収益条件が経験的に一応ながら満されていくことvaよって生み出されていった現象va他ならない。ただそ
の場合、その収益性条件が鉄道輸送そのものによる直接的な形でのものであるか、それとも鉄道事業によ
って随伴的に生じてきた他の要項に依存するものであったかは個別の問題としては意味があるにせよ、収
益性条件を満すという点にむいては議論の男外における問題であるに過ぎない。例えば後者に属するもの
としては沿線の土地評価額の上昇という点が挙げられるが、これは合衆国鉄道建設の過程では最も重要な
促進要素であったことを考えれば、収益性条件の直接性・間接性の問題は交通経済学における便益評価の
順列の問題以上e（iは出ないと言ってよい。むしろ、こうした一時期を利用することにより鉄道事業は私的
経営の封象としての地位を確立していったということに意床がある。ところで、この過渡期に対してH・
Cアダムズがes’revulsion　of’・sentiment’）を説いていることは他のところで既に触れてきた
のであるが①、それについてはC・グッドリッチ②が州財源の困窮と時代の自由放任思想の普及の中にそ
の原因を求めて、特にそれは前者κより直接的に醸成せられ後者によって結論づけられた趣旨の展開を行
なっているが、恐らく問題の核心は前者にあると見ltければなるまい。そのことは、こうした動きが必ず
しも全ての州に妥当したというわけでなく、また同一州であっても再び公共投資が開始される例も存在し
ていたことは個別鉄道事業の州経済的視点からする評価の問題と州財政の状況にその原因の中心を求めう
ことを容認しているめではないかと思われる。しかもこのような問題は西部一帯を中心に（後には南部へ
波及してい’ｭ）した開拓地域に釦いて顕著に現われた現象であって、鉄道経済全体に同時的に生じた一般
的性格として把握せられ得るべきところのものとは異っていたということにも注意を要する。・そのことは
逆に言えば東部の経済圏においては、すでに鉄道事業の経営経済的条件はそれ以前の運河時代を通じて形
造られてきた交通需要に支えられて、その当初においては限界交通手段として、第二期入っては代替交通
手段としての地位を確立LE・D・カークランド③によ。て名付けられft・’t　d・・W・ger・ai1・・ad・”
といった姿をなしてい友ことによって、この公共投資中心による開発時代を運河時代にその頂点を終えて
いたことをも暗喩している。したがって、この意床に於いても、こうした’t　revu　1sion　of　sent－
iment，，の発生が例のF・ター一一ナー流の帯状的地域性を帯びていたものであるということに注目して開
発地域の持つ特殊な事情を考慮することがより重要であることが知られる。本論ではこの点を注目して州
財政の動向を中心に展開していくことにする。
【州財政と開発政策】
　1847年、すなわちアダムズが？t　revulsion　of　sentiment”　の時期として規定する18
42年から46年直後のこの年度に誇ける各州の債務状況は次のように概括きれている。すなわち26州
1準州中、メイン、昌ユー・ハンプシャー、ヴァーモント、ロード・アイラ．ンド、コネティカット、ニュ
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一ジャージー、デラウェァ、ノース・カロライナ、アイオワの9州とウィスコンスン準州の合計10州に
ついては債務は存在せず、ミズリー州は百万ドル弱で債務を保有する州中最少額の状況を示し、マサチュ
セッツ、ニュー・ヨーク、オハイオ、ヴァージニア、サウス・カロライナ、ジョージア、テネシー、ケン
タッキー、アラバマの9州は利子支払いは順調に行っている状況で、メアリーランド、イリノイ、インデ
ィアナ、ミシガン、ミシシッピー、ルイジアナ、アーカンソーならびにフロリダの8州は全部あるいは一
部債務の不履行の状態にあった④。さらにペンシルヴァニア州について言えぱ1842年に支払い停止に
致り、1845年に入って支払いを再開するという事態を経験していた。かように州財政の安定度合はい
ずれも開拓線上に近接するに従って低くなっているという概況を呈している。この点は前述のようにアダ
ムズ説が特に州財政の直接的な影響から派生していったという点に第一の原因を求めるとするならば、そ
れは、これらの州のうち第三番目の状況にある州の財政政策を見ることが一つの限界的な様相を与えると
いう意味で興味が持たれる。したがって以下に劃いては、それらの中で最も重要にしてかつ典型的な動向
を示していた州を取挙げて、その性格なりを把握し開発政策の歴史の中でそれが民間に委ねられていった
理由の一面を明らかにしたいと考える。
　西部州に澄いて州政府が直接的な形で財政投融資を行っていった対象としては内陸開発事業と銀行業の
二つが最も重要なものとして挙げられるが、両者は必ずしも分離した思潮の下に行なわれていったもので
はなく、それは、開発事業が社会的間接投資として公共直接投資の形をなしたのに対し、後者は私的な経
済活動に伴なう個別経済体の直接事業促進を目的としたものであって、それは開拓線上の生産構造の若干
の相違に基く選択の問題であるに過ぎなかったと言える。したがって、これらの州における州財政の困窮
は肢行的な不均衡発展を運命づけられている発展途上期に見られる典型的な現象であったと言えるかも知
れない。如上の問題の9州のうちペンシルヴァニア夢よびメアリーランドは前者の代表的なものであり、
後者の場合の典型としてはルイジアナとミシシッピー両州が挙げられる。その他5州については、そのい
ずれか、またはその中間的な段階に位置づけられる。かように一見して知られることは中西部teよび西部
域が開発型に属し、南西部州は銀行事業型になっているという点である。この点は交通経済の立場からす
る時、極めて重要な意味を持っている。すなわち、それは後者の場合には、いずれも水路交通系を自然の
形で有していたことにより直接生産部門への投資が優先せられたということであり、前者はその点交通手
段の建談が生産投資以前の絶対要素として条件づけられていたということである。ここに二っの財政投融
資の形式は自然的な立地条件によってよろしく地域的な特殊性を生み出していったということである。こ
の点はアダムズ説が西部地域に特徴づけられた現象であるということを予測させるのであるが、そのこと
は南部の州法の中に内陸開発事業に対する州財政の参入の忌避条項が見出されるようになるのは、特に南
北戦争後であって、新南部と言われる南西部州を中心とした開発事業が1850年代の後半から急速に問
題化し、それによって西部地域よりかなりの時日を経て’t　revulsi　on　s，の時期を迎えていることによ
っても伺い知られる。これは南部経済の脈路を支えるミシシッピー河を中心とする河川交通系と鉄道交通
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系との交通経済上の対立競争の盛衰の結果であったとも見られるし、同時に、そのことは西部を含んだ意
味での北部経済と南部経済の構造をも特徴づけていたと言える。ある一定の時期すなわち1840年から
50年代の前半をのみ取挙げてみると、かような地域的な相違を見出し得るのではあるが．この二つの側
面は長期的な祝野に立つて見た場合、合衆国のいずれの地域もが経験せねばならなかったところであって、
かかる事情は特定の州の動向を理解することにより、一つのこの部門の様相というものを知ることができ
るということを示唆している。
　この場合、その最も典型的な例としては、ペンシルヴァニアteよびメアリーランドの二州が挙げられよ
う。それは内陸開発に伴って生じてきた各種の問題を最も例示的な形で・与えている。特にペンシルヴァニ
アの動向は各州財政逼迫の歴史の明確なる端初をなしていたということに夢いても、それはまft　’treV－
ulsion”時代にとって歴史的な意味を持っていると言える。ところでペンシルヴァニア州に於ける内
陸開発事業は1812年戦争終結後．特に東部沿岸諸州は西部との交易関係を希求していたことと歩をい
つにして進められていったものではあるが、」ζれは西部がすでにそれ以前ρ1803年にオハイオが、
16年にインディアナが、さらには18年にはイリノイが相次いで州として連邦に加入していき、人ロの
西行は外国移民を中心にして急速に増大していた中にあって急激に現実化してきたものであった。それは
連邦政府の一連の土地政策に刺激されて西部は新しい農業地帯として、当時ようやく工業化の第一歩を押
し進めていた東部諸州にとっては一つの重要な役割を感じさせるものになっていたのである。こうした感
情は西部地域との地域間経済の成立を確立するための交通手段の整備への要請を生み、1817年に開始
されたエリー湖岸バッファローとハドソン河岸アルバニー間のエリー運河の建設事業が1825年までに
約7百万ドルの莫大な工費を投じ完成され、それが東部市場の構造を大きく変化せしめる影響を与えたこ
とにより各州は沿岸都市を中心とした西部経済結合の競争意識を燃やしていく結果を生み出したのである。
ペンシルヴァニアは東部沿岸にフィラデルフィアを持つが、当市の地位はエリー運河の完成以後、それま
ではむしろ西部経済との関係は二＝一・ヨークに勝っていたにもかかわらず急速にその相対的地位の低下
を感じせめていた。それは当時の両都市va　k・ける土地評価額の比較が常にその論証として掲示され、当市
にとっては西部への交通路の建設が極めて重要なものとして浮かび上ってきたのであった。こうした中で
1824年当市においてtcSociety　for　the　Promotion　of　Internal　Improve－
ment”が結成され、この団体による圧力は1826年にピッツバーグ＄一よびジョンストンとフィラデル
フィア間に運河k一よび馬車鉄道の建設計画を議会κ提出せしめるに及び、地方的利害によって長期化する
に致りはしたものの1834年までに、その最初の公営鉄道たるPhiladelphia　and　Columb－
ia　R・R．を4，204，970ドルの費用を投じて完成せしめるに致ったのである。もちろん、　etloss
with　a　view　to　their　ultimate　success　than　to　benefit　private
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，⑤1ands，　the　contract　were　political　jobs，　shamefully　performed
といった評価は受けていたものの、このような傾向は一人当州の場合に限られたものではなく、むしろ当
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時の一般的性格であったと言うべきではある。かような事情が開発事業に携っていた州に莫大な債務を負
わせ前述のような’trevulsi。n，，の時代を生み出すに致っていたことは一つの必然であった。こうし
た中で当州は1835年までに、すでVa　1　9，3　3　2，9　6　7．64ドルの公共事業投資を行っていて、それらの事
業からの料金収入のみでは借款利息の支払いさえも出来得ない状況に致っていたことは．こうした事業が
当初考えられていたように、これらの事業による収入により十分に債務の償却が可能であるという期待と
はか左り相違する性格と結果を生み出すものであることをすでにこの段階で暗示していた⑥。こうした開
発事業経営の困難性にもかかわらず、これに対する新なる刺激要因の一つとして1836年のUnited
States　Bank　of　Pennsylvaniaの設立が挙げられるが、これは第二合衆国銀行に対するジ
ャクソン大統領の拒否権発動に対し、当州は独立に州政府の直接傘下の金融機関として成立したところの
ものであった。これは州財政の流動化を促進する反面、その負債の増大をも同時に促す結果になっていた
ことも事実であった。しかし、いずれにしても議会は当銀行の認可に際し、6百万ドルの州証券の引受、
百万ドルの短期借款（4％利息）、さらには鉄道k・よびターンパイク建設に伴なう資金の融資67万5千
ドルを条件づける等により⑦開発事業の資金的裏付を確立しようとしていた。しかしながら、こうした動
きも、時あたかも1837年の東部と西部の両経済圏を中心に襲った恐慌の波は当行をも例外とせず正貨
支払いの停止をやむなくし、為に州は同年8月から12月の間利子支払の停止に致って、ここに州に対す
る信用の低下を原因づけるに致らしめたのである。ところで当時開発事業ばかりでなく、その他の事業に
ついても州が直接にかかわっていた事業のための資金源泉は、極めて重要なことながら、それはロンドン
澄よびアムステルダムの金融業者を通じてヨーロッパ資本を導入することが一つの様式になっていた。し
たがって、かような債務の不履行に対する債権者の関心はそれらの州のみならず合衆国全体に対する感情
の中に作用していたことを考えれば、個別州のかような行為は他州の事業にも影響を及ぼす連鎖性を持っ
ていたことが伺われる。こうした開発事業資金をヨーnッパ資本に依存しなければならなかったことは東
部資本を誘引するに．足る＋分な安全性が未成であったこと、さらには東部資本が未だ開発事業に投ずるほ
どの長期投資を可能ならしむるほどの潤沢性を有していたとは言斥なかったこと、これらのことから生じ
た結果ではあったが、このことは同時に開発資金の獲得の代表者として州自体があたらねばならなくなる
という結果をもたらしていた。当時の開発事業等のための債券発行に際しては、「tThe　Faith　of
the　state　is　pledged　for　the　payment　of　the　principal　and　inte－
rest　of　these　bonds・”の条件加付け加えられることが一つの常識となっていたのである。明
らかに、これらの開発事業は安全な投資対象というべき性格のものではなかっ’たと言える。その一つの証
拠としては、これらの債券等の引受けに際しては、常にその信頼性の尺度がそれらの州の資源と人ロの増
加率の二点に置かれていたことが挙げられるが、こうした開発事業にむける投機的性格からすれば叙上の
如きの州保証それ自身でさえも＋分なものであるとは言えなかったのである。とにかく東部資本はこれら
に対して積極性を欠いていたことは前述の如き事情はあるにしても、恐らくこの点が最大の原因になって
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いたのではないかと思われる。ところで、こうした外国資本の導入もそれ自体必ずしも順調な形で推移し
ていたわけではなかったが、それは特に民間鉄道事業はほとんどこの時期までについていえば直接の投資
対象とは左り得ていなかったことにも注意しなければならない。ロンドンを本拠とするN・M・Rothsc－
’hild＆Sons，　Mstheson＆Co，，Magniac　Jardine＆Co．，McCalmont＆
Co．，Frederick　Huth＆Co．，Bareing　Brothers＆Co・，等の一連の所謂アングロ
・アメリカンmaWW9⑧がオ・・材州を中心とする西部一帯の鑓蝶嗣して金融醐を本靴する
のは’trevu18ion　of　sentiment’，が「股化しはじめた1840年代の終り頃からであって、
それはすでに鉄道事業が私的経営対象としての意味を持ち始めてから以後のことであった。その点では、
それ以前にこれらの英系金融業者のいくつかがより先行的な形で各州の開発事業債等の引受けをなしてい
たということは一股的な金融活動とは異った性格の中で行われていたことを暗示している。これらの事情
は必ずしも明瞭ではないが、しかしいくつかの誘引要件は挙証し得る。例えばヨーロッパの金融市場にお
ける利子率の低水準（5％が標準）と合衆国市場va　teける相対的高率性（7～8％）はまず第一の原因に
挙げられるし（D．また、この当昧英国投資市場は一般に沈滞気味で浮動資本の潤沢であったこと、そし
て、これらの証券はStock　Exchangeの中に記載されていなかったという事実と、また、かような
事業の性格からして、その価格にあまり変動がないという信頼性．さらには、それ以前の第一次・第二次
合衆国銀行への投資の比較的好結果であったこと、といっft　一一連の理由が示される。しかし、その中のい
くつかの理由を除けば、いずれも開発事業という特定対象に対する信頼性から来ているものではなく、合
衆国全体の流れの中に見出されたものであるに他左らない。この点は、これらの事業が未成熟な段階では
他にその判断基準を得ることができなかったという理由に基づいている。いずれにせよ、こうした投資条
件はいずれも経済的に限界的な存在であった開発線上に診いては＋分な効果を発揮し得る保証は全くなか
ったことからすれば、これらの投資活動がかなり不＋分な情報の下に行なわれていたことが推察される。
このことは既に述ぺたように1847年の段階における各州の債務状況が如実に物語っている。かくして、
このような背景の中でペンシルヴァニア州に対する投資活動も、こうした外国資本に依存するところが大
きく、当のU．S．Bank　of　Pennsyvaniaの利子支払いの停止措置等は州の金融政策の乱脈さと
共に開発事業そのものに対す批判的な態度を醸成させる結果になる。1837年の恐慌はその前年の
etsh　e　A’e　t　for　the　Distribution　of　the　Su　rplus”の通過と？t　SpecieCir－
cular，，の発布を契機にした金融市場の混乱が1837年5月10日にいたってニュー・ヨーク市中銀
行の正貨支払い停止を発端として、フィラデルフィア、ボルティモア．アルパニー等に波及し同月19日
までに、モービル．ニュー・オルリンズ、チャールストン．シンシナティー、ルイヴィール、オーガスタ
へと伝播し全国的な恐慌状態に発展していったのであるが、これらは、ある場合には前々年のニュー・ヨ
ーク市の大火に因を求め、またあるものは第二合衆国銀行のジャクソン大統領の拒否権発動による崩壊に
求め、さらには1830年以後の引き続く好況の中で生じてきた貿易拡大と西部一帯の公有地の売．却に
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伴なう土地投機活動による金融市場の破壊に原因を求めて過去議論を重ねてきたところのものであった。
このいくつかの原因と思われるものの中で特に中央銀行制度の解体は各州に個別の銀行業務を認めること
とkり．ために国内の金融市場の統制手段を喪失せしめることになったが、それは土地投機活動、開発事
業、農業経営といった諸方面への一連の金融活動の基礎として州経済の中心をなしていくことになり、こ
うした恐慌は州経済全体を麻痺させる結果になったのである。その意味でペンシルヴァニアの場合、この
恐慌の影響を最も強く受けた州の一つでありU・S・B’≠獅求@of　Pennsylvania　自体についていえ
ぱ他に綿花経済に関係を保ていたことも絡んで極端な衝激を受ける⑩。1838年、州財務局長は3百ド
ル以上にのぼる欠損を報告し、内陸開発事業遂行の為には租税措置により対策を樹つべきことを勧告せざ
るを得ないことを示唆するに致ったが、知事はそれに同意せず再度の借款に依存する旨を表わしていたが、
当然のことながら、これらの借款がこうした事態の下で容易に行ない得るはずもなく、これもまた当行に
依存するという循環論に陥らざるを得なくなる結果に終る。当行は恐慌から一時的に立なおりを見せてい
たものの】839年10月に再び停止に致る。これは主に当行が綿花市場に金融活動を拡げていたことに
より1838年から39年にかけての綿花市場の不況は担保綿花の処理を不調にさせ、それが原因となっ
ていた。こうして1840年の段階に澄いては州の債務は29，9　1　4，003ドルにのぼり、前年に比較すると
実に4，685，000ドルの増加となっている。この債務は1843年まで、ほぼこの割合で増加し、この年に
は40．491，708ドルと恐慌前の1836年の24，265，303ドルに比較して160万ドル余の増加となって
いるのである。州の信用はこの時には地に落ちて於り、州の5％債券（5per　Cent　stock）は、
1832年～3年には額面百ドルに対し、114ドルから115ドルあたりのプレミアム付で売買されて
いたもの瓜1839年には全く買い手が着かない状態となっていた⑬。この時期になって当州のポータ
ー知事は従来開発事業が一般に有利な投資対象と考えられていたが、この見解が一般化し得るほど、これ
らの公共事業が経営的に有利なものではないという見解を表明するに致り、この種の認識を持つに致った
最初の知事として、また最初の州としてその足跡を残すに致ったのである⑫。この当隊年間支払い利息
額は実に120万ト゜ル以上にものぼって澄り、こうした中で州政府としては、すでに1838年に財務局
長から示唆のあった租税措置によるか、これらの公共事業の払い下げによるか、あるいはまた他に貸付け
を行なうか、いずれかを選択する以外に方法を見出し得なく左っていくが、後二者は後には実施されてい
くものの、この段階では未だ不可能とする条件が多く結局第一の方策に従わざるを得ず、知事は議会に審
議を求めたが議会はその要を認めぬという態度の中に会期延長をはかり、こうしたうちに州は再度利子支
払い不履行をやむなくされ、このことが各地κ波紋を投げかけ．ここに始めて臨時議会が招集されて租税
措置による方式の採用に関する法案を通過せしめるva致ったのである。しかし、本法An　act　to
create　additional　revenue，　to　be　appIied　towards　the　payment　of
interest，　and　extinguishment　of　the　debt　of　the　Commonwelth　　に
よる課税対象は高級財に限られており当初の予測に反して1841年に澄ける税収入は、その一割にも満
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たぬ33，297．97ドルにしか達せず、再び1，773，519．42ト゜ルの欠損を計上し、ここに引続く一連の措置
が行なわれていくが、第一には謬税率の引上げと州内の各銀行に310万ドルの新借款の応需を規定し、
所謂’crelief　notes”の発行をもって行なうべきものとされたのであるが、これは2，220265ドル
にとどまり、また、この種の紙幣の発行は合衆国憲法第一編第＋条第一項に触れるものであったし、同時
に信用度の急速な低下により結局は州財政の混乱を助長せしめる以外の結果を生むことはできなかった。
公共事業はここに停止状態に陥り、議会は州政府によって保持せられている銀行株式の売却に関する法案
を採用し財源獲得の一方を担わせたのであったが、これらの銀行への投資は420万ドルにのぼってお鉱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この措置により1843年には1，395，4】1．84ドルの実現を見、また他の方策としては同年2月と4月に
前述の’t　relief　notes”のうち682，087ドルを、さらには1844年5月法によって年間2百万ド
ルつつの償却。他方、知事は1842年の2月支払い利子分の確保の為に州内の各銀行に対Lその資本
金の5％を越えない範囲で借款を認めさせ、これによって859，000ドルを一応調達し得ていたが、しか
し当州の場合、州政府の金銭業務はU・S・Bank　of　Pennsylvaniaが代行していたが・当行の
金融市場va　teける不安定から知事は利子支払いの為に預入れておいた分のうち5百万ドルを引出さざる得
ず、この結果2月分の利子支払いは延期され、それが後じて次期にむいても全く支払いの出来ない状況に
陥る’に致ったのである。議会は、これに対して債権者に代用紙幣（6per　Cent『crip）による支
払いを行なうことを決め、この方式が1845年になって、それまでの租税政策の改定により本来の形に
復帰するまで継続されていくことになる。こうして1844年4月29日に州債務償還準備のための課税
法案が通過（Pennsylvania　Laws，1844，495）し、これによって翌年2．月に支払いを再開
するに致ったのである。因みに当州の全債務のうち、その3分の2以上が英国を中心とする外国投資塚に
依るものであった⑬。為に．この州の矛1仔支払い停止に対して外国債権者が組織されて、前述の一連の措
置を策するための圧力をかけていったことも注意してtsかねばならない。
　このように内陸開発事業から州財政の逼迫．債務の不履行、債権者団体の圧力、租税措置による財源の
確立という模式はメアリーランド州の場合にさらに完全な形で踏襲され、明確に開発事業型を形成するわ
けであるが、当州の場合’tChe　Si　apeak　and　OhioCanal，，とetBaltimore　and　Ohio
R．R．”の存在による長期性を持つものとしてペンシルヴーアニァの場合よりも、より一層深刻な形で経緯
．したという点で興味が持たれる。なぜならば、ペンシルヴァニアの場合その発端は明らかに開発事業にか
かわるものではあったが、他方U．S・Bank　of　Pennsylvaniaの存在は、その重要性からして
個別の問題から乖離させる影響を持っていたことも否定できないからである。その点メアリーランドの場
合には、開発事業からの影響がより純粋な形で示きれていたということができる。しかも今一つ注目しな
ければならないのは、運河と鉄道の二種の開発手段を並置していたということである。それは鉄道事業の
実験的段階におげるやむをえない姿であったとは言え、当州の財政の困窮化をより深める原因になってい
たことも否定できな広．また、それは同時燗発騨が公蝉業的色彩の強い中で行励ねばならなか・
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?た時代の特徴であるとも言える。いずれにしても、この二頭主義は、これ以後、合衆国の交通経営史の中
で1830年代から1840年代の前半までを特色づけていくことになる。この点については前述のペン
シルヴァニア州の場合も例外ではなかった。メアリーランド州に、この運河と鉄道の二元的開発政策が初
めて行なわれるわけであるが、それは1824年にChesapeake　and　OhioCanal　Co．設立
認可が下されて、翌々年1826年に州が5百万ドルの株式の引受けをなすことによって第一段の援助政
策を開始するに致る。しかし、すでにこの時期には鉄道建設の議論が高まってきていたのであって、これ
が翌年の1827年に最初の鉄道建設認可状が下り、ここに当州の政策の地方的利害に基づく二元化が生
ずることになったのである。この点は1827年に同鉄道が認可されると同時va　5百万ドルの引受けを州
がなすことを決定していることによっても伺い知ることができる。その後、州は引続く開発規模の拡張に
伴って、相次いで援助政策を実施していくが、それは運河時代が終了するまでは常に並置した形で行なわ
れていく。1834年に診ける開発事業融資にあたっては、前者には2百万ドノK後者には百万ドルと補
助金として50万ドルを加え、両者の差を調整するために6％利率債券の発行をなし、さらには1836
年法によって再び開発事業費として8百万ドルの援助をなすにあたり州債を発行しているが、その内訳は
Chesapeake　and　OhioCanalとBaltimore　and　Ohio　R．R．にそれぞれ3百万ド
ルの均等配分と、他を一つの鉄道と二つの運河にそれぞれ両者が均等する形で配分するという鉄道・運河
両面政策を如実に示し妨式を続行している⑭．こうしてメアリーランド州は184。年までに約15百
那・レの債務を蹴事業への勘の結果として撒⑱1841年、・取は利子支払停止鰍り、その
後1848年］月まで継続することになる。議会は、これに対しペンジルヴァニアの場合と同様にその対
処策を租税借置に委ねる。州の支払わねばならぬ利息総額は年間約60万ドルに達していたのである。
1841年3月法は動・不動産に対し評価額百ドルに対し20セントの割合で直接課税をなすことに定め
たのであるが、それによる歳入は評価推定の誤算から約半分程度にしかならず、課税率引上げの問題が生
じてくるに致る。しかし、この増税に対しては、州内の特にこれらの開発事業によって直接に思想を受け
る～二とのない地方からの反対は強く、議会はかくして1843年3月に於いて、Chesapeake　and
OhioCana1とBaltimore　and　Ohio　R・R・を含む鉄re　2、運河2事業の売却を決定する
vaさ緻。たのである⑯もちろんhかよう．なものvaXtする引受け手はあるはずがなく．　1、tsva終。ている
が、しかし開発事業がかような段階にまで州財政を困窮化せしめていたことを物語る一つの明確なる証拠
で．もあった。しかし・一当州にとって幸運であったこと燐一つにはこの頃からBoltimore　and
OhioR・R・の経営状態が急速に上昇してきたことと共に、1842年頃までの全般的な不況から、し
だいに国内経済は脱げ出していたことにより、課税政策も好転し始めていたことであった。その澄かげで
利子支払いも1844年12月から、その一部を行い得るに致り、この年に払利息累積額が1，450，961
ドルの頂点に達して後、その後は順次未支払い額の償却は進んで1847年Va　’tMa　ry1　and　Resum－
ption　Law”が制定されるに及んで一応その再建に成功するに致る。かようにメアリーランド州の場
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合、ベンシルヴァニァ州に比較すると．はるかに単純化されていたことが知られるが、それは前述のよう
κ後者の場合、第二合衆国銀行崩壊以後の余波を受けたU・S・Bank　of　Pennsylvania　の存在
が強く影響していたことによっていた。それと同時に．メラリーランドはペンシルヴァニアの先例を利用
することκより長期化はしたものの比較的容易κ再建に成功していたのである。当州の場合、最大の原因
は二元的な開発手段を採用してきたところにあるが．それは未成期のやむをえない結果であったとも言え
る。とにかく1849年にベアリングス商会はBaltimore　and　Ohio「t・R・の社債百万ドルを
引受けて⑰当州の開発事業に対する信頼性を明確なものにさせ．ほぼこの時期を境にして開発事業はしだ
いに民間化を助長していくことになる。メアリーランド州の場合、アダムズの’trevulsion　of
sentiment”の時期全体を通じて、その原因が開発事業による州財政の困窮化にあることを証明して
きたと言える。
　かようにペンシルヴァニアbよびメアリーランドの両州に見られた開発事業に伴なう州政府の行動は．
すでにそれまでにこの種の事業に対して一つの範例をltしてきたこa・ヨークあるいはオハイオ州といっ
た場合の歴史とは．その結果にかいて幾分違った姿を示すことに夢いて合衆国の初期開発史における一つ
の特徴的な段階を明らかにする役割を果していた。それは．やはり同じ開発史va　bける一脈を受け継ぐ立∴
場にあったが、しかしその経済的背景の相違を主として．他の要因によって更に異った過程を踏むに致っ
た西部および南西部諸州の場合とも、その現象的左姿において異った歴史段階を持つものとして、この二
州の場合の地位というものが格付けられると言える。ただ注意しなければならないのは、これらの一一ifの
開発事業経営の歴史は、その形式においてはほとんど同一の範時の中で終始していたということである。
このことと、他の諸要因との絡み合いの結果生まれてきた各種の段階的現象の相違の問題とは次元を異に
するものとして区別して取扱われねばならない。前述の9州のうち、ここで述べられた2州を除く他の州
について見る時、より一層明らかになるであろう。そのうちの一州、ミシシッピー州の場合においては、
Planter’s　Bankの設立に端を発するものではあったが．債務の全面的拒：絶を宣して、その開発史
の一方の極端の例となりDe　Bow18　ReviewをしてeeThe　8uicidal　act　of　Mississ－
ippi’，⑱と言わしめたのである。この一連の開発事業政策に対し、　C・グッドリッチ⑲は．いくつかの
欠陥要素を挙げて、全般的印象としてこれらの政策の不成功を結論づけているが、その第一の要素として、
これらの計画の策定にあたって規範となるべき有効な経済的基準を見出し得なかったことと共に、また、
それらの発見に努力する熱意を欠いていたことを挙げ．第二の要素としては政策主体の水準の不明確を指
摘している。この点は本稿にかいて取上げられた州政府の開発事業経営参加に対する’trevulsion
of　sentiment”の発生の原因であると共に結果であることκよって．政策主体変遷の歴史を生み出
したということva　tsいて特に重要な意味を持っている。それは単に第一の経済的要素だけによっては決定
せられ得ない独立以来合衆国が負わされてきた歴史的な背景に因むものであった。1788年の新憲法施
行以来の連邦派と共和派の対立は、ここにおいても、その政策史の流れに一貫性を与えない多元的な性格
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を与える結果になっていたと言える。特va　1830年代を支配していた政治思想たるジャクソニアン・デ
モクラシーによる州権論は．’この開発政策史とは不可分の関係にあり．しかも．それは恐らくは開発事業
の公共事業的性格の限界性を具体化する結果をもたらした最大の理由の一つでもあったであろう。このこ
とが1840年代後半に入って民間化の動きを思想的に推進する役割となっていたことも、これまた否定
し得ないところである・と思われる。’いずれにしても第三の要素として挙げている政府機関そのものo性格
に原因する経営活動の低水準の問題以上に、この二つの要素は開発政策史を規定する二大支柱であったこ
とは、ほとんど疑問の余地はないところであると言えよう。また、さらにC・グッドリッチは、このよう
な開発史の中で州政府がその開発の主体として前面に押し出されていた1840年代前半までについて評
価する場合に、その基本的思潮は私的事業への志向の中にあった旨を述べているが．この点については幾
分か疑問の余地があると言える。それは、開発事業史のもう一歩それ以前の姿を垣間見ることによって推
察し得るように思われる。叙上の如く合衆国の開発の歴史は1817年のエリー運河の建設の開始、ある
いは本格化という意床では、その完成によって始動せられたのであるが、当時の開発手段は明らかに河川
交通主体の運河方式に委ねられていたのであることは周知のところである。そして、この運河κ対する一
般的規定は疑いもなくet　public　way’，であったのであり、そのことは運河時代に於いては開発事業
が公共事業として行なわれることには、その基本理念に於いても抵触するものではなかったことを意味し
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